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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第２四半期
連結累計期間

第55期
第２四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日

自 平成30年３月１日
至 平成30年８月31日

自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日

売上高 (千円) 9,789,065 9,117,076 19,801,447

経常利益 (千円) 1,091,700 684,277 1,994,022

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 734,503 466,303 1,477,671

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 691,782 526,936 1,401,747

純資産額 (千円) 12,532,250 12,852,262 13,242,215

総資産額 (千円) 19,122,046 17,484,497 19,125,548

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 42.59 27.60 85.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.54 73.51 69.24

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △375,154 △230,091 594,047

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △224,852 △190,562 △493,399

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △368,276 △918,675 △499,086

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 6,000,472 5,245,781 6,568,050

　

回次
第54期

第２四半期
連結会計期間

第55期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日

自 平成30年６月１日
至 平成30年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.68 7.11

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後の１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や、堅調な雇用・所得環境を背景に、緩やか

な回復基調が続きました。

一方で世界経済は、米国の保護主義的な通商政策がエスカレートし、益々混迷の度合いを高め、欧州の政治リス

ク、中東情勢の不安定化などの地政学上のリスクの顕在化など予断を許さない状況になっております。

当社グループの主要ユーザーであります医薬品業界は、薬価改定やジェネリック医薬品使用促進などの医療費抑

制策の強化や、研究開発費の高騰と開発リスクの増大などへの対応を迫られております。

こうした情勢のもと、当社グループは、第７次中期経営計画(2018年２月期～2022年２月期)の２年目を迎え、前

期３年間は成長基盤構築の時期と捉え、後期２年間の飛躍期に備える事としております。

当期(2018年３月１日～2019年２月28日)の具体的な課題として、

①米国・アジアでの事業強化(機械装置・化成品両面)で、より積極的な海外展開

　②市場ニーズの強い新製品(連続造粒システム・錠剤印刷機)の本格的な業績への寄与

　③リチウムイオン電池など新素材に関わる産業用機械ビジネスへの進出

　④オープンイノベーションをベースとした産学との連携強化

　⑤技術交流などを通じた人財育成

などに取り組み、将来の業容拡大に向けた経営基盤を整備しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高91億17百万円(前年同期比6.9％減)、営業利益５億92百万

円(前年同期比44.8％減)、経常利益６億84百万円(前年同期比37.3％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益４億

66百万円(前年同期比36.5％減)となりました。

　

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

・機械部門

造粒・コーティング装置を主力とする機械部門においては、前年同期比では減収減益となりましたが、売上高の

先行指標となる受注高は、半期ペースで大きく伸長し、四半期毎の受注残高も増加に反転しました。

この結果、売上高は61億45百万円(同14.3％減)、セグメント利益は２億91百万円(同66.5％減)となりました。

・化成品部門

医薬品の経口剤に使用される医薬品添加剤は、国内での大幅な需要増加と、積極的な海外進出により好調であっ

たことにより、売上高、営業利益ともに増加となりました。特に、自社生産している医薬品添加剤は、速やかに増

産体制を整え、お客さまのニーズに迅速・的確に応えて参ります。

また、食品品質保持剤は、海外市場の開拓にも取り組むなど積極的な営業展開を図り、売上高、営業利益ともに

増加となりました。

この結果、売上高は29億71百万円(同13.5％増)、セグメント利益は５億56百万円(同32.1％増)となりました。
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(2) 財政状態

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ16億41百万円減少し、174億84百万円となり

ました。増減の主な要因は、商品及び製品が１億２百万円増加したものの、現金及び預金が13億22百万円、仕掛品

が５億25百万円減少したことによるものであります。

また、当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ12億51百万円減少し、46億32百万円

となりました。増減の主な要因は、電子記録債務が３億76百万円、支払手形及び買掛金が３億４百万円、前受金が

５億58百万円減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億89百万円減少し、128億52百万円とな

りました。増減の主な要因は、自己株式の取得により５億72百万円減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は前連結会計年度末に比べ13億

22百万円減少し52億45百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、減少した資金は２億30百万円(前年同期は３億75百万円の減少)となりました。これは税金等

調整前四半期純利益７億５百万円、たな卸資産の減少３億38百万円、減価償却費１億62百万円等の増加要因があ

ったものの、仕入債務の減少７億24百万円、前受金の減少５億73百万円、法人税等の支払額３億32百万円といっ

た減少要因があったことによるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、減少した資金は１億90百万円(前年同期は２億24百万円の減少)となりました。これは投資有

価証券の償還による収入23百万円の増加要因があったものの、有形固定資産の取得による支出２億５百万円等の

減少要因があったことによるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、減少した資金は９億18百万円(前年同期は３億68百万円の減少)となりました。これは主に自

己株式取得による支出５億72百万円、配当金の支払３億43百万円があったことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億７百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年10月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,400,000 18,400,000
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数100株

計 18,400,000 18,400,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年６月１日～
平成30年８月31日

― 18,400,000 ― 1,035,600 ― 1,282,890
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(6) 【大株主の状況】

平成30年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

㈱伏島揺光社 東京都新宿区西新宿６―25―13 1,648 8.96

伏島 靖豊 東京都豊島区 1,321 7.18

㈱三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 836 4.54

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１―１―２ 744 4.04

㈱大川原製作所 静岡県榛原郡吉田町神戸1235 673 3.66

フロイント従業員持株会 東京都新宿区西新宿６―25―13 412 2.24

㈱静岡銀行
(常任代理人日本マスタートラス
ト信託銀行)

静岡県静岡市葵区呉服町１―10
(東京都港区浜松町２―11―３)

368 2.00

日本マスタートラスト信託銀行
㈱

東京都港区浜松町２―11―３ 364 1.98

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人資産管理サービス信
託銀行)

東京都千代田区丸の内２―１―１
（東京都中央区晴海１―８―12）

360 1.96

伏島 巖 東京都文京区 277 1.51

計 ― 7,005 38.07

(注) 上記のほか自己株式が、1,655千株あります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,655,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,734,700
167,347 ―

単元未満株式
普通株式

9,900
― ―

発行済株式総数 18,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 167,347 ―

② 【自己株式等】

平成30年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フロイント産業㈱
東京都新宿区西新宿６―
25―13

1,655,400 ― 1,655,400 9.00

計 ― 1,655,400 ― 1,655,400 9.00

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年６月１日から平成

30年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年３月１日から平成30年８月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新日

本有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,568,050 5,245,781

受取手形及び売掛金 4,337,779 4,224,471

電子記録債権 113,748 152,862

商品及び製品 263,127 365,375

仕掛品 2,046,615 1,521,486

原材料及び貯蔵品 876,175 915,151

前払費用 110,520 128,504

繰延税金資産 175,959 215,993

その他 303,293 232,945

貸倒引当金 △10,737 △11,106

流動資産合計 14,784,533 12,991,466

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,187,803 1,202,510

土地 1,239,027 1,239,710

その他（純額） 943,601 1,112,122

有形固定資産合計 3,370,431 3,554,342

無形固定資産

のれん 92,104 80,090

その他 10,351 11,162

無形固定資産合計 102,455 91,253

投資その他の資産

繰延税金資産 20,632 25,632

その他 852,895 827,201

貸倒引当金 △5,400 △5,400

投資その他の資産合計 868,127 847,434

固定資産合計 4,341,015 4,493,030

資産合計 19,125,548 17,484,497

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,931,872 1,627,305

電子記録債務 892,011 515,524

未払法人税等 356,267 304,613

前受金 1,498,799 940,359

賞与引当金 210,727 219,611

役員賞与引当金 54,300 18,000

その他 620,933 686,822

流動負債合計 5,564,911 4,312,236

固定負債

退職給付に係る負債 200,056 198,152

資産除去債務 34,977 35,054

その他 83,387 86,790

固定負債合計 318,421 319,998

負債合計 5,883,333 4,632,234
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,035,600 1,035,600

資本剰余金 1,289,513 1,289,513

利益剰余金 11,419,492 11,540,905

自己株式 △201,361 △773,361

株主資本合計 13,543,245 13,092,658

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 51,132 41,667

為替換算調整勘定 △332,254 △263,473

退職給付に係る調整累計額 △19,907 △18,589

その他の包括利益累計額合計 △301,029 △240,395

純資産合計 13,242,215 12,852,262

負債純資産合計 19,125,548 17,484,497
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年８月31日)

売上高 9,789,065 9,117,076

売上原価 6,317,406 6,100,966

売上総利益 3,471,658 3,016,110

販売費及び一般管理費 ※ 2,397,089 ※ 2,423,288

営業利益 1,074,568 592,821

営業外収益

受取利息 1,376 2,006

受取配当金 4,749 63,066

受取技術料 8,625 3,673

為替差益 ― 4,106

その他 10,069 19,689

営業外収益合計 24,820 92,542

営業外費用

支払利息 895 562

為替差損 5,699 ―

その他 1,094 524

営業外費用合計 7,688 1,086

経常利益 1,091,700 684,277

特別利益

投資有価証券償還益 ― 23,874

特別利益合計 ― 23,874

特別損失

固定資産除却損 69 2,184

固定資産売却損 1,918 ―

特別損失合計 1,988 2,184

税金等調整前四半期純利益 1,089,711 705,967

法人税等 355,208 239,663

四半期純利益 734,503 466,303

親会社株主に帰属する四半期純利益 734,503 466,303
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年８月31日)

四半期純利益 734,503 466,303

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,457 △9,465

為替換算調整勘定 △40,694 68,780

退職給付に係る調整額 1,431 1,317

その他の包括利益合計 △42,720 60,633

四半期包括利益 691,782 526,936

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 691,782 526,936
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,089,711 705,967

減価償却費 171,927 162,695

のれん償却額 ― 12,013

賞与引当金の増減額（△は減少） △28,213 8,387

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △43,400 △36,300

受取利息及び受取配当金 △6,125 △65,073

支払利息 895 562

為替差損益（△は益） 3,644 △4,495

有形固定資産売却損益（△は益） 1,918 ―

投資有価証券償還損益（△は益） ― △23,874

売上債権の増減額（△は増加） △632,769 91,182

たな卸資産の増減額（△は増加） △602,841 338,514

その他の資産の増減額（△は増加） 176,983 76,844

仕入債務の増減額（△は減少） 306,906 △724,487

前受金の増減額（△は減少） △113,713 △573,452

その他の負債の増減額（△は減少） △249,206 54,696

その他 146 △6,050

小計 75,863 17,129

利息及び配当金の受取額 6,125 65,073

利息の支払額 △895 △562

保険金の受取額 ― 8,312

法人税等の還付額 4,282 12,888

法人税等の支払額 △460,530 △332,932

営業活動によるキャッシュ・フロー △375,154 △230,091

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △228,133 △205,257

有形固定資産の売却による収入 8,079 ―

無形固定資産の取得による支出 △430 △3,162

投資有価証券の取得による支出 △1,135 △3,162

投資有価証券の償還による収入 ― 23,874

保険積立金の積立による支出 △2,913 △2,913

差入保証金の差入による支出 △328 △570

差入保証金の回収による収入 10 618

出資金の回収による収入 ― 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △224,852 △190,562

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △24,902 △3,217

配当金の支払額 △343,374 △343,457

自己株式の取得による支出 ― △572,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △368,276 △918,675

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14,066 17,059

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △982,349 △1,322,269

現金及び現金同等物の期首残高 6,982,822 6,568,050

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,000,472 ※ 5,245,781
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用し

ております。

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりです。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
至 平成30年８月31日)

給与手当 640,875千円 657,720千円

賞与引当金繰入額 131,717 125,069

役員賞与引当金繰入額 42,000 18,000

退職給付費用 24,550 24,391

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
至 平成30年８月31日)

現金及び預金勘定 6,000,472千円 5,245,781千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

― ―

現金及び現金同等物 6,000,472 5,245,781

決算短信（宝印刷） 2018年10月05日 11時34分 14ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



フロイント産業株式会社

― 15 ―

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月26日
定時株主総会

普通株式 344,890 20 平成29年２月28日 平成29年５月29日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年３月１日 至 平成30年８月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月30日
定時株主総会

普通株式 344,890 20 平成30年２月28日 平成30年５月31日 利益剰余金

　

２．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成30年４月25日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、普通株式500,000株を取得いたしました。この

結果、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が572,000千円増加し、当第２四半期連結会計期間末におい

て自己株式が773,361千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

機械部門 化成品部門 計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

売上高

(1) 外部顧客への売上高 7,171,574 2,617,490 9,789,065 ― 9,789,065

(2) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,171,574 2,617,490 9,789,065 ― 9,789,065

セグメント利益 868,853 420,960 1,289,814 △215,245 1,074,568

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△215,245千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

３．地域に関する情報

売上高

当社では、「四半期財務諸表に関する会計基準」で要求される開示に加え、財務諸表利用者に有用な情報を提

供するため、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等に基づく地域に関する情報(売上高)を開示してお

ります。

日本(千円) 北米(千円) 中南米(千円) 欧州(千円) その他(千円) 計(千円)

7,109,219 647,904 472,121 1,020,450 539,368 9,789,065

(注) １．売上高は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

２．本邦以外の地域区分は、地理的近接及び事業活動との相互関連性を勘案して決定しており、各区分に属する

主な国又は地域は、次のとおりであります。

(1) 北米 ………米国、カナダ

(2) 中南米………ブラジル等

(3) 欧州 ………フランス、英国等

(4) その他………アジア等
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年３月１日 至 平成30年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

機械部門 化成品部門 計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

売上高

(1) 外部顧客への売上高 6,145,635 2,971,440 9,117,076 ― 9,117,076

(2) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,145,635 2,971,440 9,117,076 ― 9,117,076

セグメント利益 291,444 556,298 847,743 △254,921 592,821

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△254,921千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

３．地域に関する情報

売上高

当社では、「四半期財務諸表に関する会計基準」で要求される開示に加え、財務諸表利用者に有用な情報を提

供するため、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等に基づく地域に関する情報(売上高)を開示してお

ります。

日本(千円) 北米(千円) 中南米(千円) 欧州(千円) その他(千円) 計(千円)

7,090,644 673,368 335,337 172,173 845,553 9,117,076

(注) １．売上高は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

２．本邦以外の地域区分は、地理的近接及び事業活動との相互関連性を勘案して決定しており、各区分に属する

主な国又は地域は、次のとおりであります。

(1) 北米 ………米国、カナダ

(2) 中南米………ブラジル等

(3) 欧州 ………フランス、英国等

(4) その他………アジア等
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
至 平成30年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 42円59銭 27円60銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 734,503 466,303

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

734,503 466,303

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,244 16,896

(注) 潜在株式調整後の１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年10月５日

フロイント産業株式会社

取締役会 御中

　

EY新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 本 博 之 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宇 田 川 聡 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフロイント産業

株式会社の平成30年３月１日から平成31年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年６月１日か

ら平成30年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年３月１日から平成30年８月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フロイント産業株式会社及び連結子会社の平成30年８月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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